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緒 論

男女 ともに平均寿命 で世 界第1位 を占める我

が国は,国 際的に他に例 を見ない急速 な速度で

高齢者人口比率が増加 してい く高齢化社会 を迎

えてお り,今 後,社 会が直面す る数多 くの課題

への対応には,国 民の創意 と工 夫 とともに保健

と医療 と福祉の専 門職 の指導性が強 く求められ

ている1).いまだ人類史上誰も経験 したことがな

い高い高齢者人 口比率 を持った高齢社会への対

応が求められようとしてい る時,老 人医療費の

問題は重要な課題である.国 民皆保険制度の下

において,医 療費の負担に国民が耐えられなく

なれば医療保険制度の崩壊 をもたらす危険性が

考えられる.

我 が国の医療 費の現状は平成4年 度 で23兆

4784億 円に達 してお り, 14%足 らずの高齢者に

対する老人医療費が全医療 費の約30%を 占めて

いる2).さ らに,平 成5年 度 の国民総医療費は前

年 と比較 して3.8%の 伸 びであるのに対 して,老

人医療費は8.2%も 増加 している3).

医療 費の増大に関連す る要因 として,医 療技

術の高度化4)及び高齢者人 口の増加2)な どが指適

されている.そ の中でも老 人医療費の増大 と国

民の負担に関連す る重要な問題 として,今 日の

急速な出生率の低下に伴 う少子化並びに核家族

化による家庭内での介護力の低下による社会的

入院5)6)の問題 と,死 亡直前になって急速に増大

する死亡前医療費の問題7)8)とがあげ られてお り,

これらの解 明は高齢社会の重要 な課題 と考 えら

れる.

これまでの国内におけ る医療費に関する研究

は,地 方 自治体 におけ る地 域差 を検討 した も

の5)9-13)が多 くを占め,地 域内の医療費に影響 を

与える要因を検討 した もの14)15)は,特定の疾病に

焦点 を当てたものが多い.ま た,死 亡前医療費

に関する研究7)16)17)も入 院医療 費のみを対象とし

たもの7)17),あるいは特定の疾患に罹患 した もの

のみ を対象 としたもの16)であ る.本 研究は,さ ら

に進行す る高齢社会 の課題 として,す でに高齢

者人 口比率 の高い地域での高齢者の死亡前医療

費について,そ の実態 と関連す る決定要 因を検

討す ることを目的 とした.

対 象 と 方 法

O県 で最 も早 くか ら「福祉 の町」を目指 して,

高齢者問題 に積極的に取 り組んでいるK町 を調

査対象地域 として選定 し,平 成4年1月1日 か

ら平成7年3月31日 までの期間に死亡 し,死

亡時に満70歳 以上であったK町 民全貝 を対象 と

した.

K町 はO県 の西北部に位置 し,平 成7年9月

1日 現在で人口は4,587人, 65歳 以上の高齢者人

口比率は32.24%に 達 している. K町 で は効果的

な高齢者対策の策定 を目的 として,住 民の死亡

診断書 と診療報酬請求明細書の活用 を図ってお

り,こ れ らの資料の整理 と保存が よく,本 研究

の目的に適 した対象地域 と考えた.

死亡前の医療費については, 1ヶ 月 という期

間において集計 される診療報酬請求 明細書の性
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格上,死 亡月のみを検討した場合は死亡月にお

ける生存 日数における影響が大きい17).さらに,

死亡前医療費の急速な上昇がみられるのは死亡

前の2～3ヶ 月からであるという研究7)8)16)に基

づ き,本 研究では死亡月から6ヶ 月間遡った時

点までの診療報酬請求明細書に記載されている

医療費の総額を死亡前医療費と定義した.

本研究の分析対象としては,病 死および自然

死による死亡に限定した.外 因死の場合は死亡

前医療費に関連する決定要因は病死および自然

死とは異なると考えられたからである.

死亡前医療費に関連する決定要因として,町

に設置されている健康支援センターが行ってい

る訪問看護の成果を検討する目的で訪問看護の

有無,在宅医療の経済効果16)を検討する目的で,

死亡場所を自宅と施設に分類して検討した.家

庭内の介護力の指標として配偶者の有無,医 療

受診の原因となる疾患として悪性新生物と脳血

管障害の有無,そ して入院日数を取り上げた.

さらに,性 別および死亡時満年齢,職 業などに

ついても相互関連および医療費への影響を検討

した.

今回の分析にあたっては,取 り上げた決定要

因間の交絡ならびに交互作用などを同時に考慮

したうえで死亡前医療費に関連する決定要因の

影響の大きさを検討する目的で,連 続変数であ

る死亡前医療費を目的変数 とし,死 亡前医療費

に影響を与える決定要因としての入院日数や脳

血管障害および悪性新生物などの疾病,死 亡場

所,訪 問看護サービスなどを説明変数とした重

回帰モデルを仮定して重回帰分析を行った.

取り上げた決定要因の内,質 的なものについ

ては死亡診断書および診療報酬請求明細書に基

づいて分析する上で,全 ての対象者にわたって

一定の判定基準を設けるために,そ の有無のみ

に着 目して二値化を行った.疾 病に関しては,

脳血管障害の場合は障害の程度を問わず,脳 血

管に関する疾病名が診療報酬請求明細書上に記

載されている場合を脳血管障害「あり」,それ以

外を 「なし」とした.悪 性新生物に関しても同

様に診療報酬請求明細書上に病名が記載されて

おれば悪性新生物 「あり」,それ以外を 「なし」

とした.疾 患の有無については 「疑い」の記載

があった ものは除外 した.そ のほかの疾病につ

いては例数が少数であるために重回帰モデル上

の対象疾 患とはしなか った.

そのほかの要 因については,世 帯職業につい

ては農業 とそれ以外 のもの,死 亡場所について

は 自宅 とそれ以外の場所,訪 問看護については,

今 回の調査対象 とした死亡前に一度でも訪問看

護を受けていれば訪問看護「あ り」,全 く訪問看

護を受けていない場合は 「な し」 と分類 した.

統 計的分析 には統計パ ッケー ジソフ トSPSS

を使 用 した.そ の際,質 的な説明変数について

は0お よび1の ダ ミー変数 を用いた.

結 果

1. 対象 の属性

死亡診断書に より,平 成4年1月1日 から平

成7年3月31日 までの期 間に70歳 以上で死亡

し,か つ病死 もしくは 自然死 と確認 されたK町

民の総数は154名 で あった.な お,外 因死 と診断

された ものは3名 であった.

調査対象であ る154名 の内, 6ヶ 月 間の追跡期

間の間に70歳 に達 したがために, 6ヶ 月 間の死

亡前医療費の全資料 を収集できなかった り,診

療報酬請求明細書の記載が不十分 であったため,

必要な情報が得 られなかった12名 は分析か ら除

外 した.最 終的に分析 を行 った142名(92.2%)

の属性 は表1に 示す如 くであった.

表1　 対象の属性

死亡時の満年齢については平均値が83.2歳,
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最小値は70歳,最 大値は97歳 であった.

死亡場所 を脳血管障害お よび悪性新生物,訪

問看護の有無別に検討 した結果,悪 性新生物に

罹患 していた35名 の うち27名(77%)が 施 設内

の死亡 であ り,罹 患 していなか った107名 の うち

50名(46.7%)が 施 設内の死亡 であった.脳 血

管障害に罹患していた44名 のうち19名(43%)

が施 設内で死亡 してお り,罹 患 していなかった

98名 の うち58名(59.2%)が 施 設内の死亡 であ

った.訪 問看護サー ビスを受けた38名 のうち10

名(26%)が 施 設内で死亡 していたのに対 して,

訪問看護サービスを受けなかった104名 で は67名

(64%)が 施設内で死亡 していた.

死亡前における入院 日数の分布は図1に 示す

如 く,平 均入院 日数 は44.0日 であった.今 回検

討 した死亡するまでの期間が全て在宅であった

ものは52名 と最 も多いが,全 て医療施設内にあ

ったと考えられる入院 日数が180日 以上の者も12

名 いた. 12名 中, 5名 が悪性新生物, 2名 が脳

血管障害の診断名がつけ られていた.残 る5名

は肺気腫による呼吸不全が2名,類 天疱瘡 と褥

瘡,老 人性精神病が各1名 であった.

2. 死亡 前医療費の実態

各個人の死亡前医療費の全額による分布は図

2に 示す如 くであ り,死 亡前医療費の最小値は

1万140円,最 大値 は506万8750円,平 均値は110

万7千 円であった.

死亡前医療費が50万 円未満であった者は全体

の40.8%を 占めていたが,死 亡前医療費総計に

対する比率は10.1%で しかなかったのに対 して,

死亡前医療費が300万 円以上 を使った者は人数で

は全体の7.7%に 過 ぎないに も拘わ らず,総 計に

占め る比率は26.4%を 占めていた.

図1　 死亡前入院日数の分布

一人でより高額の死亡前医療費を消費してい

る順に数えて,上 位より4分 割した各階級別の

死亡前医療費の金額は表2に 示す如くであった.

死亡前医療費の死亡日および死亡月から遡っ

たときの月別平均医療費は図3に 示す如 く,死

亡月を除いては毎月上昇 している状況が認めら

れた.

図2　 死亡前医療費の分布

表2　 死亡前医療費の4分 位階級別分類

図3　 月毎にみた死亡前医療費

表3　 入院 日数毎にみた死亡前医療費

(医療 費単位 ・万円)
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死亡前の入院 日数別 の医療費は表3に 示す如

く,全期間を在宅で経過 した者を基準にすると,

死亡前に1な いし2ヶ 月間入院した者は約2倍,

 2～5ヶ 月間入院 した者は約6倍, 6ヶ 月 以上

入院 した者は約8倍 の医療 費を消費 していたこ

とが認められた.

3. 死亡 前医療費に関連す る決定要因の定量的

分析

本研究で取 り上げた死亡前医療 費に関連す る

要因間相互の影響を検討す る目的で,取 り上げ

た全ての要因の組み合わせ について単相関係数

を求め,相 関係数行列の形で表4に 示 した.死

亡前医療費について単相関係数が有意であった

要因は入院 日数,死 亡場所,配 偶者の有無,悪

性新生物の有無であった.要 因間相互の単相関

係数が有意に高かった組み合わせ としては,配

偶者の有無 と性別ならびに年齢,入 院 日数 と死

亡場所な どであった.

目的変数である死亡前医療費について対数変

換 を行 ったのちに重回帰分析 を行った結果の内,

標 準回帰係数は表5に 示す如 くであった.な お,

重 回帰モデルの適合度 を検討す るために行 った

分散分析のF値 は26.8 (P<0.001)で あ り,重

回帰モデルは適合 していた.説 明変数の数 によ

る自由度を調整 した上で,死 亡前医療 費の変動

の割合 を示す決定係数 を求めると, 0.598で あっ

た.し たがって,こ の重回帰 モデルによ り一人

当た りの死亡前医療費の変動の約60%を 説 明す

ることが可能であった.ま た,最 も相関が高か

った決定要因は入院 日数であった.

表4　 相関係数行列

悪 性,悪 性 新 生 物;脳 血 管,脳 血 管 障 害 *, p<0.05; **, p<0.01

表5　 重回帰分析(1)

重 相 関係 数 0.790 決 定 係 数 0.598

(決 定係 数 は 自由 度 調整 済)

**, p<0.01; *, p<0.05

表6　 重回帰分析(2)

重相 関係 数 0.785 決 定 係 数 0.603

(決 定係 数 は 自由 度調 整 済)

*, p<0.05; **, p<0.01

さらに,死 亡前医療費を説明しうる量の大き

さに基づいて項目を選択する変数減少法を用い

て,各 項目ごとに偏相関係数の検定を行ったと

きのF値 が有意な説明変数だけについて重回帰
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分析 を行った結果 は,表6に 示す如 くであった.

自由度を調整 した上での決定係数は0.603で あ り,

一 人当た りの死亡前医療費の変動の約60%を 説

明していた.最 も相関が高かった決定要因 も同

じく入院 日数 であった.

考 察

本研究は死亡直前になって急速に増大す ると

される死亡前医療費の実態につ いて,特 定の地

域において一定の年齢以上 で死亡 した全ての住

民を検討 した.そ の結果,死 亡前医療費は死亡

月を除いて毎月増加 してい く傾 向を認めたが,

死亡月には下降 していた.そ の原因は死亡 月で

は, 1ヶ 月 に満たない期間の医療費 を算出 して

いるため と考 えられ る.分 析に用いた対象者の

死亡 日を検討す ると平均14.5日 であ り,本 研究

での死亡月の医療費21万5400円 は約半月分の医

療費と考えられる.こ の約2倍 となる43万 円を

死亡月の医療費の推定値 として前月分の25万850

円 と比較 した場合,米 国での公的高齢者 ・障害

者医療保険制度 であるMedicareに お いて,死

亡日から逆算 した期間別に医療費を調査 した際,

死亡 月には死亡前月の約2倍 であった とい う結

果8)と一致 している.

わが国における年 間の老人医療費の一人当た

り平均値が59.1万 円2)であ り,今 回検討 した死亡

月およびそれか らさかのぼった6ヶ 月間の死亡

前医療費の平均値は110.7万 円であった.こ のこ

とは,死 亡前の医療 費が高騰 しているという報

告7)8)と一致する結果であった.

老 人医療費の集中度 を検討 した.府 川18)は,医

療費の高額な側から上位10%の 者 が全体の老人

医療費の50%を 消 費 していたとし,長 期入院者

の受診者総数に 占め る比率 と集 中度が関連する

としている.本 研究では死亡前医療費の高額な

側か らみて上位25%に あ る死亡者が死亡前医療

費の総計の61.8%を 消費 していた.ま た,死 亡

者全体の9.6%に 過 ぎない死亡前に180日 以上の

入院経験者の死亡前医療費が,死 亡前総医療費

全体の25.7%を 占めていた.本 研究の結果は府

川の結果に比べて集 中度が高いとはいえない.

これは府川は生存者お よび死亡者を一括 して検

討 したのに対 して,本 研究では死亡者のみ を検

討 していることによるため と考 えられる.し か

し,限 られた少数の者が長期入院に伴 い高額 な

医療費を消費している状況は共通 して認め られ

た.こ の ことは,全 ての死亡者が一様 に高額 な

医療費を死亡前に消費す るのではな く,死 亡前

の長期 入院のために高額な医療 費が消費されて

いることを示 している.

単相関分析によって,死 亡前医療 費と今 回取

り上げた要因との関連 を検討 した際に有意 であ

ったのは死亡時満年齢,入 院 日数,死 亡場所,

配偶者の有無お よび悪性新生物の有無であった.

しか し,重 回帰分析 により相互関連 を調整 した

後では,入 院日数 と悪性新生物お よび脳血管障

害の有無,死 亡場所および訪問看護 の有無が有

意に死亡前医療 費と関連が認め られた.死 亡前

医療費 と死亡時満年齢お よび配偶者の有無 との

間の関連が重回帰分析では有意でなか った.単

相関においても相関係数が大 きな値 ではなかっ

たが,年 齢および家族要因が入院受療率 と密接

に関連 していること19)から,入 院 日数 と死亡時満

年齢 および配偶者の有無 とに交絡が存在 してい

たが,重 回帰分析 においてはそれらが調整 され

たために有意 とはならなかった と推察で きる.

単相関分析では有意でなかった脳血管障害 およ

び訪問看護の有無が重回帰分析では有意 となっ

た点について も,他 の要因の影響 を調整 したこ

とによるためであろう.

疾 病の種類20)および特定の疾病においても重症

度,進 行度21)が医療費に影響を与えていることは

指適されている.脳 血管障害お よび悪性新生物

の二種類の疾病の有無のみに着 目し,脳 血管障

害および悪性新生物以外の疾病や疾病の重症度,

進行度については本研究ではそれ らの影響 を検

討 していない.こ れは,全 ての対象者にわたっ

て一定の判定基準 を設け,か つ例数の少 ない項

目の出現 を抑制す ることによって重 回帰 モデル

を構築 して定量的分析 を行 う場合の誤差 を減少

させ ることを目的としたためである.ま た,重

回帰モデルにおける説明変数の内には疾病 と入

院期間などの ように相互関連 を持つ と考えられ

るものを含んでいる.し か し,重 回帰分析の上

では,入 院 日数 と悪性新生物および脳血管障害

の罹患の有無,死 亡場所および訪問看護の有無
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の5項 目の要因はそれ ぞれに独立 した説明変数

と捉えるこ とが可能であった.

最 後の時期 を過 ごす場所 として家庭 を希望 し

た者の割合がもっとも多かったという報告22)を考

慮す ると,死 亡前の医療において訪問看護の推

進な どによ り在宅医療 を支援す る体制は必要 で

ある.今 回の調査結果では訪問看護は医療費を

増加させ る要因 となっていたが,本 研究では診

療報酬請求明細書に明記された医療費のみ を検

討 してお り,家 庭内介護労働 による労働時間損

失並びに通院に要する費用など23～26)については

検討 していないためと考 えられ る.死 亡前医療

費に もっとも影響を与えていた要 因は入院 日数

であった という結果か らは,訪 問看護 の推進 な

ど在宅医療費の支援 を行 うこ とで家庭 内介護労

働の軽減並びに入院 日数の短縮が実現すれば,

医 療費節減の効果をもたらす可能性 も示唆され

る.在 宅医療に関す る費用の範囲,内 訳23)に関 し

て さらに検討を行 うことが今後の重要 な課題で

ある.

結 論

全人 口4,587人 のうち65歳 以 上の高齢者人口比

率が32.24%を 占める高度に高齢化が進展してい

る地域で,平 成4年1月1日 か ら平成7年3月

31日 の 間に70歳 以上で病死 あるいは 自然死によ

り死亡 した全住民を対象に,死 亡月お よびそれ

か ら遡って6ヶ 月間の死亡前医療費 と諸要因 と

の関連を検討 した結果は以下の4点 に集約でき

る.

1. 死亡 前医療費は死亡 月に向か う6ヶ 月間で

毎 月増加 してい く傾向を認めた.

2. 死亡 前医療費の高騰 は全ての死亡者につい

て一様におこるとは限らず,死 亡前に長期入

院 した一部の ものが高額な医療費を消費する

ために もたらされていた.

3. 死 亡 前医療 の約60%が 入院 日数 と悪性新生

物 および脳血管障害の罹患の有無,死 亡場所

および訪問看護の有無の5項 目の要因によっ

て説明できた.そ の内では入院 日数の与 える

影響が最 も大 きか った.

4 今後,医 療費 を検討する上では,疾 病の有無,

入院期間,訪 問看護,死 亡場所などの要因を

検討することの重要性が認め られ た.

稿を終えるにあたり,ご 懇切なご指導と御校閲を

賜った恩師岡山大学医学部衛生学教室青山英康教授

に深謀の謝意を表します.ま た,本 研究について,

ご助言いただきました岡山大学医学部衛生学教室三

野善央助教授,津 田敏秀講師,松 岡宏明助手,九 州

大学健康科学センター馬場園明助教授に深謝いたし

ます.最 後になりましたが,貴 重なデータを提供し

ていただいた川上町立川上診療所元所長三村啓爾先

生をは じめ,川 上診療所および川上町役場職員の皆

様に感謝いたします.(本 論文の要旨の一部は第54回

日本公衆衛生学会総会において発表した.)
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Determinant of the medical expenses of the elderly during 

the last seven month period of life

Shinichi TANIHARA
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Okayama 700, Japan

(Director: Prof. H. Aoyama)

This study evaluated medical expenses during the last seven months of life in elderly patients 

aged seventy and over in a rulal town in Okayama prefecture from January 1992 to March 

1995, using data from death certificates and medical fee claim records of the elderly.

The findings were as follows:

1. The monthly expenses increased toward the last month of life.

2. In the multiple regression model, five independent variables (length of hospital stay, 

malignant disease, cerebral vascular desease, place of death, services of a visiting nurse) 

accounted for about 60% of the variance in medical expenses during the last seven-month 

period.

3. Inflation of medical expenses of the elderly during the premortem period of life was mainly 

related to long-term hospitalization.

4. In analysing medical expenses, controlling various factors related to long-term hospitaliza

tion was found to be important.


